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裁判所法（Courts Act）92 条 1 項は，大法官に「財務大臣の同意を得て」，命
令によって上級裁判所（行政裁判所を含む）によって扱われたものに関して支
払うべき手数料を規定する権限を与えている。また， 同法 92 条 5 項および 6
項は，そのような命令を制定する前に，大法官に，首席裁判官，記録長官，
女王座部長官，家事部長官，および（民事訴訟の手数料に関して）民事裁判官カ















に 60 ポンドから 135 ポンドに，口頭審理または口頭の更新のために 215 ポ
ンドから 680 ポンドに増額し，もし口頭の更新が認められた場合には，口頭
審理手数料は放棄されるという，フルコスト価格まで司法審査の手数料を増
額する提案をする」。2014 年 4 月に，司法審査手数料はこの提案に従って，
フルコスト回収を達成するために増額された。さらに，2015 年 8 月に，政
府は，民事手数料における一般的な 10% 増額を含むさらなる手数料増額に
ついて意見聴取した。そして，2016 年 7 月に司法審査手数料がこの提案に







件（R (UNISON) v Lord Chancellor ［2017］ UKSC 51）において裁判所でも争われ， 
表 1　現在の行政裁判所における司法審査の裁判所手数料
司法審査申請の許可のために 154 ポンド













（出典）　R. Low-Beer and J. Tomlinson, Financial Barriers to Accessing Judicial Review: An 
Initial Assessment （Public Law Project, 2018）, p. 11.
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2005 年 1 月 4 日
2004 年民事訴訟手数料命令別表 1









 50 ポンド  20 ポンド
2008 年 5 月 1 日
2008 年民事訴訟手数料命令別表 1



































司法審査手続が開始された場合 215 ポンド  35 ポンド
司法審査手続の使用による以外に
司法審査請求が開始された場合
 60 ポンド  10 ポンド


























140 ポンド  80 ポンド
（出典）　R. Low-Beer and J. Tomlinson, Financial Barriers to Accessing Judicial Review: An 
Initial Assessment （Public Law Project, 2018）, pp. 15–16.
84
2005 年の統計では，司法審査請求にかかる費用は総計で平均 9,600 ポンド
にまで及んでいたとの指摘があるが24），2007 年の推定は，簡明な事件にとっ




手にした，かなり簡単な 2 時間の司法審査」は，約 8,000 ポンドから 10,000
ポンドの費用がかかる。「1 日続き，中央省庁を相手にしたものではないや
や複雑な請求」 は， 40,000 ポンド超と VAT（消費税）がかかる。「実質的に2日
間の司法審査」 は， 80,000 ポンドから 200,000ポンドかかる。最近の体系的な
情報は欠如している一方で，法的報酬は，明確に相当な金額になっている。
サンキン（Sunkin）らの198件の調査においては，14,999ポンド以下が 23%， 


























































いうものである。認容の見込みは，「かなり良好 （Very good）」，「良好 （Good）」， 
「適当（Moderate）」，「境界線（Borderline）」，「ぎりぎり（Marginal）」，「貧弱（Poor）」， 
「不明確（Unclear）」という類型に即して測定される。
















































2000  4,238  1,163 27.44％
2001  4,722  1,733 36.70％
2002  5,372  1,586 29.52％
2003  5,938  1,938 32.64％
2004  4,200   913 21.74％
2005  5,356   930 17.36％
2006  6,421  1,077 16.77％
2007  6,684   921 13.78％
2008  7,093  1,024 14.44％
2009  9,098  1,440 15.83％
2010 10,553  1,340 12.70％
2011 11,360   799  7.03％
2012 12,429  1,246 10.02％
2013 15,594   933  5.98％
2014  4,065   240  5.90％
2015  4,679   205  4.38％
2016  4,300   195  4.53％
（出典）　J. Tomlinson, “Crowdfunding Public Interest Judicial Review: A 












件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合 件 数 割 合
法律扶助 34 24% 43 31% 40 28% 24 17% 141 100%
他の資金 12 21% 8 14% 20 36% 16 29% 56 100%
総　数 46 23% 51 26% 60 31% 40 20% 197 100%
（出典）　V. Bondy, L. Platt and M. Sunkin, The Value and Effects of Judicial Review: The 


































































二つ目は， グッド・ロー・プロジェクト （the Good Law Project） であり， ダイレ
















かかわっては， 選挙委員会による離脱派（Vote Leave）の支出調査に対して， 選
挙委員会の調査は誤った法のテストを適用し，事実に関して不適切であった




達して争ったものがある（R (Miller) v Prime Minister and Cherry v Advocate Gener-

















件（R (Webster) v Secretary of State for Exiting the European Union ［2018］ EWHC 1543 




















































































従来の保護費用命令から 2015 年の刑事司法及び裁判所法（Criminal Justice 

































拒否された。しかし，同年 2 月 22 日に，チーマグラッブ （Cheema-Grubb） 裁
判官は，2005 年のコーナーハウス事件控訴院判決（R (Corner House Research) v 
Secretary of State for Trade and Industry ［2005］EWCA Civ 192; ［2005］ 1 WLR 2600）に
おける費用保護命令に示された基準を適用して61），クラウドジャスティスの
何千名もの支持者によって財政援助された司法審査が費用負担上限命令の制
定法上の要件を満たすと判断した（R (Hawking) v Secretary of State for Health and 













Borchard Lines Ltd ［2005］ EWCA Civ 655; ［2005］ 1 WLR 3055）においては，商業的
な資金提供者については，敗訴当事者に金銭的貢献をした限度で，訴訟費用
を支払う義務を負う場合があると判示した63）。







































































専門性を有する組織（例えば，リバティ 〔Liberty〕 またはジャスティス 〔JUSTICE〕）
またはある特定の政策領域の専門性を有する組織（例えば，環境団体であるグ
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